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人口減少や少子高齢化に直面する中，持続可能な都市の形としてコンパクトシティが示されており，各

自治体において立地適正化計画の策定が進められている．本計画で目標とされる拠点等へ機能が集約した

都市構造は，郊外化が進展する以前の都市構造と近いことが考えられる．そこで本研究では，主に化学等

の分野で用いられる可逆という概念に着目し，集約の観点から都市構造の変遷を捉える指標を提示する．

指標を作成したのち，ケーススタディーとして全国 9 都市において施設の増加期から減少期にかけての可

逆度の算出を行った．その結果，多くの都市で分散化が続く不可逆な傾向の一方で，分散から集約へと転

じた可逆な都市の存在も明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

昨今わが国では急激な人口減少や少子高齢化に直面し

ており，それに伴い国はもちろん地方自治体においても

財政の悪化が深刻な問題となっている 1)．また，地方都

市の多くでは都市の低密度化が生じている．モータリゼ

ーションをはじめとするライフスタイルの変化などによ

り，郊外への大型商業施設やロードサイド店の立地，病

院の移転などが見られる．一方で，これまで各種都市施

設が集積していた中心市街地の衰退が顕在化している． 

以上のような課題に対処するための都市の在り方とし

て，「集約型都市構造」や「コンパクト・プラス・ネッ

トワーク」といったことが示されるようになって久しい．

これらは，鉄道駅周辺などの公共交通が便利な地域への

集約と，集約された地域相互を結ぶ公共交通の充実を目

指しており，財政が厳しくなる中で道路や水道などのイ

ンフラ維持費の抑制，増加する高齢者の生活利便性の維

持などに寄与するとされている 2)．これらの都市像を国

が示したのは，2007年に国土交通省社会資本整備審議会

が出した答申 3)に遡る．本答申において，図-1 に示すよ

うな目指すべき都市構造と放置した場合の都市構造とが

示されている．また並行して各自治体の都市計画マスタ

ープランなどにおいて「コンパクトシティ」を記述する

自治体も増加してきており 4)，コンパクトシティが今後

の目指すべき都市像として浸透してきている． 

 そして 2014 年に都市再生特別措置法が改正され立地

適正化計画制度が新たに創設されたことで，「コンパク

ト・プラス・ネットワーク」が明確に目指されるように

なり，2018年 12月 31日時点で 186の自治体が計画を策

定・公表 5)するに至っている．立地適正化計画では，商

業機能や医療・福祉機能などの都市サービス施設の立地

を誘導する都市機能誘導区域を鉄道駅周辺などの拠点に， 

 

 

図-1 国土交通省により示された集約型都市構造の概念図 

（参考文献 3)より作成） 
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住宅の立地を誘導する居住誘導区域を都市機能誘導区域

の周囲や公共交通沿線に設定することとなっており，特

に都市機能誘導区域については誘導施設も設定 6)するな

ど，これまでの都市計画マスタープランより具体性のあ

る計画となっている． 

このようにコンパクト・プラス・ネットワークを目指

している本制度だが，2014年の創設から 5年を経てコン

パクトシティ政策の今後の在り方の検討が開始されてい

る 7)．そのような時期において，拠点への集約を見据え

たうえで都市構造の変化を捉える必要があると考えられ

る．人口や必要とされる施設数が減少，すなわち過去の

ように戻ることが想定されるなかでの都市構造の変化

（都市の戻り方）を把握するためには，人口や施設が増

加する都市の成長期と人口や施設が減少する都市の縮退

期とのいずれにも着目する必要である．以上のような背

景から，都市が縮退した後の形として，都市が成長する

前の形に戻るのか否か，すなわち，可逆か否かという観

点から都市構造の変化を把握する手法の構築が必要であ

ると考える． 

 

 

2. 研究の位置づけ 

 

(1) 都市の可逆性 

 本研究において用いる「可逆性」について整理する．

図-1にあるように，かつては主たる市街地が中心部に形

成される一方郊外は田畑などの土地利用がなされ低密度

となっていた．しかし人口や施設が増加する際に，自動

車依存の高まりなどにより郊外へと市街地が拡大してき

た．都市サービス施設ではロードサイド店舗や郊外型複

合商業施設，住宅であればニュータウン開発やスプロー

ルと呼ばれるような無秩序な都市開発がこれにあたる． 

そして人口や施設が減少するなかでも低密化を放置す

ると，中心市街地の衰退や住宅の無秩序な空き家，空き

地化などが生じる．このような不可逆な変化に対して可

逆な変化として，人口・施設増加期に開発された郊外の

施設や住宅から撤退が始まり，かつての都市のように拠

点に施設や住宅が集約されていくことが考えられる．  

 

(2) 既往研究の整理 

 都市構造に関する研究の蓄積は多く，都市構造の変遷

に着目した研究も見られる．具体的には，クラーセンの

都市発展段階を用いて人口の増減から空間変容を明らか

にした研究 8)や，町丁目レベルでの人口変動の把握から

市街化エリアや都心などにおける変化を明らかにした研

究 9)，市街化区域内の人口密度構造の変化を分析した研

究 10)などがある．海外においては，スプロール現象に着

目し住宅の立地状況や土地利用などの複数の指標から多

次元的に分析した研究がヨーロッパ 11)やアジア 12)の都市

を対象に行われている．また，過去から現在までの変遷

を分析した研究の他に，将来に渡っての都市構造の変遷

をシミュレーションし影響を把握した研究 13)もみられる． 

 一方，コンパクト性などの観点から都市構造を定量的

に把握した研究も見られ，DID 人口密度や宅地面積など

から都市のコンパクト性を分析，類型化した研究 14)や，

DID を対象に作成した評価指標を適用しコンパクトシテ

ィ度のランキング化をした研究 15)，小地域ごとの人口と

距離に着目した研究 16) 17)が見られる．また，立地適正化

計画を念頭に都市構造を多角的に評価，類型化した研究
18)も見られる．上記のように，都市の形態を明らかにし

た研究は多くみられるが，目標とされている都市構造が

かつての都市構造に近いことに着目し，施設立地の変化

を長期的に把握した研究は見られない． 

 

(3) 本研究の内容 

 以上の背景より，かつてのような拠点集約型の都市構

造が目指されていることを踏まえたうえで，可逆性とい

う観点から長期的な都市構造の変遷を把握することを本

研究の目的とする．上記の目的を達成するために，本研

究では，駅などの拠点への集約が目指されている立地適

正化計画を念頭に置き，拠点への集約を前提とした都市

の可逆性を把握する指標を検討する．さらにケーススタ

ディーとして全国 9都市において，商業統計を用いるこ

とで 35 年間での都市全体としての可逆性を把握したう

えで，うち 2都市における実際の変化をあわせてみるこ

とで指標の検証を行う． 

 本研究の構成として，2.で本研究の位置づけを整理し，

3.で可逆指標の検討を行う．次に，3.で検討した指標を

ケーススタディーとして複数の都市において算出するた

め，まず 4.で指標を適用する対象地域の選定や使用デー

タなどの分析の概要を述べる．そして 5.において実際の

指標算出結果などを示し，指標の特性やあてはまりを確

認する．以上の結果を踏まえ 6.で結論を述べる． 

 

(4) 本研究の特長 

 本研究の特長は以下のとおりである． 

1) 都市構造の変遷を長期的に捉える手法に可逆性とい

う観点を取り入れた新規性のある研究である． 

2) 立地適正化計画制度の創設から 5 年を経て，コンパ

クトシティ政策の今後の在り方の検討が開始されて

いるなかで，拠点への集約を見据えて都市の戻り方

を捉える手法を提示しており適時性・有用性のある

研究である．  

3) メッシュデータのみで算出可能な指標を提示してお

り，施設数に限らず活用が行える発展可能性のある

研究である． 
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3. 可逆指標の検討 

 

 拠点への集約の観点から可逆の程度を表す指標を作成

するため，まず，各年における拠点への集積度合いを表

す．拠点への集積度合いを表す指標として，都市計画マ

スタープランなどで設定された拠点や市街化区域，DID

など特定の区域内に含まれる施設数の割合を用いた指標

や，複数の指標を用いて総合的に算出した指標などが既

往研究において用いられている．しかし，前者の指標の

場合，拠点の設定範囲が経年的に変化することや都市に

より設定方法が異なることなどから可逆性を把握するた

めには適さない．また後者の指標の場合，長期的に確保

できる指標に限りがあり，データの確保が難しい．そこ

で本研究では以上のような課題の生じない方法として，

長期的に安定して確保できる施設に関するデータと，都

市の中心からの距離のみを用いて表すことのできる指標

を作成する．  

具体的には，図-2に示すように中心から一定の間隔で

区切った環状の区域を設定し，対象区域のうち環状の区

域に含まれる施設数の割合に中心からの距離の逆数を乗

じた値を算出する．この値は，区域に含まれる施設数の

割合が大きいほど，また中心からの距離が短いほど大き

い値をとる．対象区域にかかる環状の区域全てにおいて

算出したこの値を合計することで，中心に近いエリアに

施設が集積しているほど大きい値をとり，反対に施設が

低密に分散しているほど小さい値をとるため，施設の集

積度を表すことが可能となる．ここで，本研究では施設

の立地状況に着目した分析を行うため施設に関するデー

タとして施設数を用いるが，販売額や売り場面積など

個々の施設規模に着目しての分析も考えられる． 

算出方法として，図-2に示すように対象区域（行政区

域など）を中心から一定の間隔𝛼ごとに区切り，𝑡年に 

 

 
図-2 指標算出に用いる数値の設定方法 

おいて半径𝑟 𝛼 𝑥 1 の円から半径𝑟 𝛼𝑥の円に挟

まれた区域（斜線部）に含まれる施設数が全域の施設数

に占める割合を𝑃𝐹 𝑥 とする．ここで，中心から対象

区域の最も遠い点までの距離 𝑟 𝑅 が含まれる半径を

𝑟 𝛼𝑋とし， 𝑃𝐹 𝑥 に中心からの距離の逆数を乗じた

値を，半径𝑟 0 から半径𝑟 𝛼𝑋まですべて足し合わ

せた値を𝐷𝐶 とし，算出式を(2)に示す．𝐷𝐶 は，中心に

近い地域に施設が多く存在する，つまり集積度が高いほ

ど大きい数値をとる値となり，この値を「施設集積度」

と呼ぶ．なお，𝐷𝐶 の算出において用いる距離は，複数

都市において比較をする際の都市の大きさによる影響を

抑えるために，半径𝑟 0の時に 0，半径𝑟 𝛼𝑋の時に

1 となるように正規化した値𝐿 𝑥 を使用し，算出式を(1)

に示す． 

 そして，施設集積度𝐷𝐶 を分析の対象期間において最

初の𝑡1年と最後の𝑡3年，そして，事業所数などが最大

となる𝑡2年（折り返し年）の 3 時点で算出する．この 3

時点で算出した値を用いて，𝑡1年から𝑡2年にかけての

施設集積度の変化に対する𝑡1年から𝑡3年にかけての施

設集積度の変化をみることで，𝑡1年から𝑡2年を経て𝑡3
年に至る期間での「可逆度」𝐷𝑅 ･ ･ を式(3)に示すよ

うに算出する． 

 

𝐿 𝑥
𝛼𝑥 0
𝛼𝑋 0

𝛼𝑥
𝛼𝑋

 (1)

𝐷𝐶 𝑃𝐹 𝑥
1

𝐿 𝑥
 (2)

𝐷𝑅 ･ ･

𝐷𝐶 𝐷𝐶
𝐷𝐶 𝐷𝐶

 (3)

 

𝐿 𝑥 ：𝛼𝑥を最小値 0，最大値 1となるよう正規化した値 

𝐷𝐶 ：𝑡年における施設集積度 

𝐷𝑅 ･ ･ ：𝑡1年から𝑡2年を経て𝑡3年に至る間の可逆度 

𝑃𝐹 𝑥 ：𝑡年において，半径𝛼 𝑥 1 の円から半径𝛼𝑥の 

円までの範囲に含まれる施設数が，市全域の

施設数に占めるの割合 

𝑟：中心からの半径 

𝑅：中心から行政域までの最大距離 

𝛼：バッファーを区切る単位距離 

𝑥：0以上の整数 

𝑋：𝛼𝑥 𝑅となる最小の𝑥 

 

 式(3)において算出された可逆度𝐷𝑅 ･ ･ の値が示す

意味は下記の通りとなる． 

1) 𝐷𝑅 ･ ･ 1の時，𝑡1年からの施設集積度の変化が

𝑡2年までより𝑡3年までのほうが大きいため，𝑡1年か

ら𝑡2年にかけての傾向が𝑡3年まで続いており，不可 

Rα

𝑟：中心からの半径

𝑅：中心駅から行政域までの最大距離

𝛼：バッファーを区切る単位距離

𝑥：0以上の整数

𝑋：𝛼𝑥 𝑅となる最小の𝑥

𝑟 𝛼 𝑥 1

𝑟 𝛼𝑥
𝑟 𝛼𝑋

行政界

中心
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表-1 各指標の表す都市構造の変化 

 
 

逆な変化をしている．なお，𝐷𝑅 ･ ･ が大きければ

大きいほど不可逆． 

2) 𝐷𝑅 ･ ･ 1の時，𝐷𝐶 𝐷𝐶 であるので，𝑡2年

と𝑡3年とで変化がなく可逆でも不可逆でもない． 

3) 0 𝐷𝑅 ･ ･ 1の時，𝑡3年の施設集積度𝐷𝐶 が

𝐷𝐶 と𝐷𝐶 の間にあり，すなわち，𝑡3年の形は𝑡2年

の形より𝑡1年の形に近く，可逆の傾向といえる． 

4) 𝐷𝑅 ･ ･ 0の時，𝑡1年と𝑡3年の施設集積度が一致

しているので，可逆である． 

5) 𝐷𝑅 ･ ･ 0の時，𝑡1年から𝑡2年にかけてと𝑡2年か

ら𝑡3年にかけてで変化の方向が反対であるため可逆

である．ただし，𝐷𝐶 が𝐷𝐶 と𝐷𝐶 の間にあるため，

𝑡1年から𝑡2年にかけて低密度な状態に変化していた

場合，𝑡3年は𝑡1年よりもコンパクトな状態となって

いる． 

なお，𝐷𝑅 ･ ･ は可逆の程度を表すことはできるが，

同じ可逆でもコンパクトな状態から低密度な状態を経て

再びコンパクトな状態に戻った可逆であるのか，低密度

な状態からコンパクトな状態を経て再び低密度な状態に

戻った可逆であるのかは表すことができない．そこで，

施設の集積度合いが高いほど𝐷𝐶 が大きい値をとること

を活かし，𝑡1年から𝑡2年にかけての施設集積度の差，

すなわち，𝐷𝐶 𝐷𝐶 をあわせて使用することで，都

市構造の変遷実態を把握する．𝐷𝑅 ･ ･ と𝐷𝐶 𝐷𝐶

の各値が意味することを表-1にまとめて示す． 

 

 
4. 分析の概要 

 

(1) 使用データ 

 本研究で作成している可逆指標では，中心からの距離

に応じて区切られた区域に含まれる施設数のデータを必

要とする．そのため，ポイントレベルで経年的に整備さ

れたデータの使用が望まれる．施設の情報がポイントレ

ベルでかつ経年的に整備されたデータとして，電話帳が

考えられる．特に近年は電話帳の情報が電子化されたデ

ータベース（電子電話帳）もあり，2003年頃からは都市

分析にも用いられている 19)．しかし，現在のようにコン

ピューターが普及する以前の情報は電子化されておらず

手作業での膨大な作業を要し，本研究では長期的な施設

のデータを必要とするため現実的でない． 

そこで，本研究では一定程度の範囲で集計されたデー

タであるメッシュデータを用いて，中心からの距離ごと

の区域の面積に応じて按分を行うこととする．なお，メ

ッシュデータ同様に一定程度の範囲で集計されたデータ

として町丁目などの小地域で集計されたデータもあるが，

中心市街地と郊外部では面積に大きな差が生じているこ

とも多く誤差の要因となり得るため，概ね同一の面積で

あるメッシュデータを用いる． 

メッシュ単位で事業所数が集計され，かつ長期間に渡

って実施されている調査として，1952年に開始された商

業統計 20)と，1947年に開始された事業所統計調査（1996

年以降は事業所・企業統計調査に名称変更，2009年以降

は経済センサスに統合，以降一連の調査を「事業所統計

調査・経済センサス」と記述する）21)があげられる．こ

れらの調査は現在に至るまで継続して実施されており，

近年の実施状況を図-3に示す．事業所統計調査・経済セ

ンサスにおいては農林水産業や製造業なども対象となっ

ているうえ，業種ごとに分類し集計する際の基準として

用いている日本標準産業分類が頻繁に改定されているた

め経年比較が難しく，都市サービス施設の拠点への集約

を見据えて分析を行う本研究には馴染まない． 

したがって本研究では，対象業種が卸売業と小売業に

限られている商業統計を用いる．商業統計メッシュデー

タにおいては事業所数が卸売業と小売業でそれぞれ集計

されているため，都市サービス施設の集約の観点から卸

売業は対象外とし，小売業の合計事業所数を用いる．ま

た，先述の通り事業所数ではなく販売額など規模に着目

した分析も考えられるが，業種により単価等が異なり一

概に販売額で規模を表すことは難しいことや，小売業全

体の立地傾向を明らかにすることから，事業所数で分析

を行う．なお，複数の市町村にまたがるメッシュについ

ては面積に応じて按分処理を行っているほか，2014年の

データのみは世界測地系であることに留意が必要である． 

 

可逆性

不可逆 分散→分散 集約→集約

－ 分散→維持 集約→維持

可逆 分散→集約 集約→分散

𝐷𝑅 ･ ･ 1

𝐷𝑅 ･ ･ 1

𝐷𝑅 ･ ･ 1

𝐷𝐶 𝐷𝐶 0𝐷𝐶 𝐷𝐶 0

図-3 統計調査の実施年 

昭和 平成

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

商業統計 ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ○ ● ●

事業所統計 ● ● ● ●

事業所・企業統計 ● ○ ● ○ ●

経済センサス ■ □ ■

○：簡易調査 ■：基礎調査 □：活動調査
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(2) 対象年次 

 小売業の事業所数の動向に影響を持つと考えられる経

済面においては 1991 年にバブル経済が崩壊しているこ

とや，法制面では 2000 年に中心市街地の活性化などを

目的としたまちづくり三法の制定 22)という転機があるこ

となどから，これらの時点よりも前にまで遡っての長期

的な分析が重要と考えられる．これらに加え，本研究で

用いる商業統計のメッシュデータが整備されたのが1979

年以降であること，直近で商業統計が実施されたのが

2014年であることから，1979年から 2014年までの 35年

間を対象とする．また，1979 年と 2014 年の中間に 1990

年代後半があたり，先述のような転機を迎えている時期

と近いことから，この期間を対象とする意義があると考

える． 

 

(3) 分析対象都市の選定 

 一般的な地方都市を対象とした分析を実施するため，

図-4に示す三大都市圏以外に立地する自治体を対象とす

る．ただし，自治体の規模により中心部の求心力が異な

りそもそもの施設集積の程度が異なることが考えられ，

特に政令指定都市の場合規模が大きく，市の下に行政区

が定められるなど他の自治体と特徴が大きく異なるため

対象外とする．また，小規模な自治体の場合立地する施

設数が限られるため，市町村間での連携・補完が検討さ

れている 23)といった事情を考慮し，一定規模の人口があ

る自治体を対象として抽出する．ここで一定規模の人口

は，「都市構造の評価に関するハンドブック」24)におい

て 10 万人，40 万人を基準に都市規模を分類しているこ

とや，10 万人を超える自治体には多様なサービス施設

が立地していることが示されており 25)ある程度の施設集

積があると考えられることなどから，2015年実施の国勢 

 

 
図-4 対象地域 

調査において人口 10 万人以上であることとした．以上

の条件を満たした 118市を分析対象の候補として抽出し

た． 

都市成長期から縮退期にかけての可逆性を把握するた

め，3.で述べたように折り返し年となる 𝑡2年を設定する

必要がある．また，ケーススタディーとして分析するに

あたり特徴の異なる都市を選定するため，抽出された

118 市において，市町村ごとの事業所数推移が公表され

ている事業所統計調査・経済センサスにおける全産業の

事業所数の変化を分析し，その結果を図-5 に示す．図-5

は，各都市における事業所数が最大となった年（T 年），

ならびに 1981 年の事業所数に対する T 年の事業所数お

よび T 年の事業所数に対する 2014 年の事業所数を表し

たものである．なお，成長期が終わり縮退期に転じた際

の可逆性を把握する観点から，分析対象期間である1979

年から 2014 年の間に，事業所数が増加から減少に転じ

ていない 17都市は除いている． 

分析の対象とする 1979 年と 2014 年のほぼ中間にあた

る 1996 年と，その前後にあたり，また 4.(2)で述べた転

機に近い 1991年と 2001年が T年となっている都市を対

象の候補とする．そのうえで，県庁所在地は他の都市と

異なり立地する施設の種類が多いことが考えられるため，

各T年ごとに県庁所在地とその他の都市をそれぞれ選定

した．1996 年が T 年となっている 40 市からは土浦市と

小山市，そして県庁所在地の長野市と徳島市を選定した．

1991 年が T 年となっている 22 市からは，上田市と県庁

所在地の甲府市を選定した．また，図-5において石巻市

の施設数が T 年から 2014 年にかけて他市より大幅に減

少していることから，石巻市を分析対象に加えた．そし

て，2001年がT年となっている 9市からは，苫小牧市と

県庁所在地の大分市を選定した．以上のように選定した

対象都市を図-4に示す． 

 

 

 

図-5 事業所数の変化 
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5. 可逆指標の適用 

 

(1) 施設集積度 

 はじめに，対象とする 9 市における施設集積度𝐷𝐶 の

変化を把握する．なお，分析の前提条件として，𝑡1年

は分析の最初の年である 1979 年，𝑡3年は最新の 2014 年

とし，𝑡2年は各都市ごとに図-5で示すT年に近い商業統

計実施年である1991年，1997年，2002年とする．また，

対象区域は市全域，中心は各市において乗降客数が最多 

の駅（石巻駅，上田駅，甲府駅，土浦駅，小山駅，長野

駅，徳島駅，苫小牧駅，大分駅）とする．中心からの距

離に応じて範囲を区切る際の単位距離𝛼は，分析に用い

る商業統計メッシュデータが 3 次メッシュ（概ね一辺

1km）であることから 1kmとする． 

施設集積度𝐷𝐶 は集積度が高いほど大きい値をとるた 

 

 

図-6 施設集積度の差の変化 

 

 

図-7 可逆指標の算出結果 

め，図-6 に示す𝐷𝐶 𝐷𝐶 および𝐷𝐶 𝐷𝐶 が正の

値であると分散，負の値であると集約，また値の絶対値

が大きいほど変化が大きいことを表す．多くの都市では

𝑡1年から𝑡2年にかけても，𝑡2年から𝑡3年にかけても分

散しており，昨今問題となっている都市の低密度化の実

態が表現された．一方，近年集約と示された石巻市，徳

島市，甲府市のうち石巻市では，𝑡2年から𝑡3年にかけ

て郊外への大型商業施設の立地が見られる一方で，震災

の影響により海岸に近い地域で施設の大幅な減少が生じ

ている可能性があるため，他市と同様に扱うには注意が

必要である．  

 

(2) 可逆度 

 次に可逆度𝐷𝑅 ･ ･ についての分析結果を図-7 に示

す．3.で述べた通り本研究で提示した可逆指標は可逆の

程度を表すことができるものの，その変化が具体的にど

のようになっているかは示せない．そこで，可逆度

𝐷𝑅 ･ ･ に加え，𝑡1年と𝑡2年における施設集積度の差

𝐷𝐶 𝐷𝐶 を併用し見ていく．図-7 に示すように，

𝐷𝐶 𝐷𝐶 が 0 より大きいと分散から集約もしくは分

から分散となり，0 より小さいと集約から分散もしくは

集約から集約となる．𝐷𝑅 ･ ･ は，可逆か不可逆かの

基準となる 1.0 から概ね ±3.0 の範囲に収まっているが，

甲府市のみは-8.3となっている． 𝐷𝑅 ･ ･ 算出の際に分

母となる𝐷𝐶 𝐷𝐶 が甲府市では小さいために，

𝐷𝑅 ･ ･ の値が他と比較して大きくなっている． 

 9都市のうち，ともに𝑡2年が 1997年であり，可逆度が

大きく異なる土浦市と徳島市について，𝐷𝑅 および𝐷𝐶

算出のもととなる𝑃𝐹 𝑥 を用いて具体的にみていく．

なお，土浦市では𝐷𝑅 ･ ･ 2.3で不可逆，徳島市では

𝐷𝑅 ･ ･ 1.3で可逆である．  

土浦市においては，最も中心に近い𝑟 1kmにおいて

1979 年から 1997 年，2014 年と施設数の割合が減少して

いる一方，𝑟 2~8kmでは 1979年から 2014年まで一貫 

 

  
図-8 土浦市における半径𝑟ごとの施設の割合の推移 
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図-9 徳島市における半径𝑟ごとの施設の割合の推移 

 

して施設の割合が増加している．継続して中心に近い地

域で施設の割合が減少し郊外部で増加しており，分散か

ら分散へと不可逆な変化であり，指標の値にもそれが反

映された． 

徳島市においては，商業集積地と徳島駅とで一定の距

離があるため𝑟 1kmにおける施設の割合が𝑟 2kmと

比べ小さくなっている．1979 年と 1997 年での施設の割

合の差をみると，𝑟 3kmまでは減少しているのに対し，

𝑟 4~8kmの範囲では増加しており，分散の傾向すな

わち𝐷𝐶 が減少している．1997年と2014年とを比すると，

𝑟 3km以遠では大きな変化がなく𝐷𝐶 の差への寄与が

小さいと考えられるが，𝑟 1kmでは大きく増加，𝑟

2kmでは減少しているため𝐷𝐶 が増加している．そのた

め，図-7に示すように分散から集約への可逆と示された

と考えられる． 

 

 
6. おわりに 

 人口が減少する社会において持続可能な都市の形とし

て拠点への集約が目指されている中，本研究では都市構

造の変遷を長期的にとらえる方法として，拠点への集約

状況の変化を明らかにするために「可逆性」の観点を取

り入れた指標の提示を行った．そのうえで，9 都市にお

いてケーススタディーとして，施設が増加している期間

から減少している期間にかけての可逆性を分析した．そ

の結果，多くの都市において一貫して分散しており不可

逆であることが示され，実際に地方都市で生じている郊

外化の傾向を反映する結果となった．しかしその一方で，

分散から集約に転じた可逆な都市の存在も示された．  

 また今後の課題および発展可能性として，本研究で行

ったケーススタディーは各都市の可逆の程度を把握する

にとどまっているが，これに加えそれぞれの都市の特性

や実施されている施策などを把握することで，可逆性に

与える要因から今後の都市計画施策への具体的な提言に

繋げること期待される．また，本研究で提示した指標で

は，市内に一つ中心を設定することで分析を実施したが，

実際は複数の拠点が設定されることが多く，特に近年合

併した市では中心市街地が複数存在することも考えられ

るため，より実際の拠点設定状況に則した指標の開発が

望まれる． 
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